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東大阪市総合交通戦略の評価指標 

評価指標の考え方 

施策・事業の実施にあたり、今後これらを評価する必要があります。手法としてはアウトカム

を評価する事が一般的であり、施策・事業実施の際に投資する費用や人材がインプット、実施の

結果、事業量としての成果がアウトプットとなります。これらのアウトプットによりもたらされ

る効果をアウトカムと呼び、このアウトカムを客観的かつ定量的に評価する指標を設定します。

また、設定にあたっては、施策方針ごとに評価指標を定め、市民に対するわかりやすさ、目標に

対する説明力、データ入手の容易性と継続性、交通のほかの広い視点の４項目について留意しま

す。 

施策方針ごとの評価指標

施策方針１の評価指標 

   施策方針１「安全・安心で便利な交通環境の確保」については、市民生活を守り居住を

誘導する施策を中心に構成されていることから、前章において整理した優先度の検証にお

いて評価項目として挙げた「安全性の確保」「快適性の維持」「利便性の向上」を施策・

事業実施のアウトカムとし、これらを評価する指標を設定します。 

施策方針１ 安全・安心で便利な交通環境の確保 

施策パッケージ 1-1 誰もが利用しやすい 
   駅周辺環境の整備 

1-2 安全・安心な交通環境 
の実現 

1-3 主要道路の自動車 
混雑度の低下 

アウトカム 

市民生活を守る施策の展開 

市内交通 
事故件数

居住誘導区域
内人口密度

安全性の
確保

快適性の 
維持

利便性の
向上

アウトカムの評価指標 

道路の 
整備延長

市内駅数 
の増加 

路線バスの
運行本数

人材 

人口の増加

移動圏域 
の拡大 

定量的に表せる 
評価指標を設定

施
策
・
事
業
の
実
施

費用 

アウトカムを評価 
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施策方針２の評価指標 

  施策方針２「公共交通機関の更なる利便性の向上」については、都市の発展に寄与する施

策を中心に構成されており、「賑わいの創出」「民間開発の誘発」「交流人口の増加」のア

ウトカムに対し評価指標を設定します。 

施策方針３の評価指標 

  施策方針３「市民生活を支える持続可能な交通システムの構築」については、社会全体の

利益となる施策を中心に構成されており、「効率的な移動」「交通需要の創出」「健康の増

進」のアウトカムに対し評価指標を設定します。 

施策方針２ 公共交通機関の更なる利便性の向上 

施策パッケージ 
2-1 持続可能な南北の
公共交通の確保 

2-2 広域的な交通ネッ
トワークの充実 

2-3 鉄道との効率的な
結節 

2-4 公共交通の利便
性を高める施設整備 

施策方針３ 市民生活を支える持続可能な交通システムの構築 

施策パッケージ 
3-1 社会的、地域的ニーズに合っ
た交通手段の確保 

3-2 バス路線の効率化による利
便性の向上 

3-3 公共交通利用者の確保 

都市の発展に寄与する施策の展開 

賑わいの創出
民間開発の
誘発

交流人口 
の増加

鉄道駅徒歩圏内 
人口カバー率 
(都市機能誘導 
区域内人口)

昼夜間 
人口比率

アウトカム 

アウトカムの評価指標 

効率的な移動 交通需要 
の創出

健康の増進

公共交通 
分担率

社会全体の利益となる施策の展開 

外出率 

アウトカム 

アウトカムの評価指標 

アウトカムを評価 

アウトカムを評価 
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評価指標の目標値

   施策・事業の実施による本戦略の目標年次である令和 12 年（2030 年）度の予測値を算定

し、それに対する目標値を設定します。目標値の設定の考え方は、基本的には何もしなかっ

た場合もしくは単独で施策等を実施した場合の数値に対し、本戦略に基づき施策をパッケー

ジ化して実施した場合の数値を設定いたします。 

各指標の目標値の設定 

  ①市内交通事故件数 

   近年の交通事故件数は減少傾向にあり、平成 30 年（2018 年）度の事故件数は 2,087 件と

なっています。今後、年間 2%の減少率が続いたと仮定した場合、令和 12 年（2030 年）度の

予測値は 1,632 件となります。この予測に対し本戦略を実施した場合、自動車から公共交通

機関へ利用者の転換を図り、自動車交通量を減らすことが期待できるため、交通事故件数を

さらに減少させることが可能であることから、令和 12 年（2030 年）度の目標値を 1,584 件

とします。 

 ②居住誘導区域内人口密度  

   本市では持続可能な都市経営を目的に東大阪市立地適正化計画を策定し、居住誘導区域や

都市機能誘導区域を定めています。平成 27 年（2015 年）度現在で居住誘導区域内人口密度

は 123.7 人/ha ですが、国立社会保障・人口問題研究所の予測では今後人口減少が加速的

に進み、令和 12 年（2030 年）度には 102.4 人/ha まで減少すると予測されています。この

予測に対し、東大阪市立地適正化計画では、本戦略に基づいた交通施策の実施などにより、

居住誘導区域内人口密度を 105.4 人/ha まで引き上げることを目標としています。よって、

本戦略においても、この目標値を評価指標の目標値として設定します。 
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【R12 年度予測値】
東大阪市内交通事故件数 

1,632（件）

【R12 年度目標値】
東大阪市内交通事故件数

1,584（件）

【市内事故件数】 現状 2,087件

(H30)大阪府警データ参照



75 

  ③鉄道駅徒歩圏内人口カバー率（都市機能誘導区域内人口） 

   平成 27 年（2015 年）の国勢調査を元に算出した本市の鉄道駅徒歩圏（半径 800m）内の人

口カバー率は 70.6%となっています。国立社会保障・人口問題研究所の人口予測を元に予測

値を算出していますが、人口減少は市内一律に減少すると予測しているため、令和 12 年

（2030 年）のカバー率は 70.6%のままとなります。これに対し、本戦略を実施することで、

鉄道駅徒歩圏内人口カバー率を 73.8%に高めることを目標とします。また、補完する指標と

して、都市機能誘導区域内人口を設定しており、現状の 71,429 人に対し、目標値を 66,270

人に設定し、減少幅を縮減していきます。 

【R12 年度予測値】
鉄道駅徒歩圏内人口カバー率 70.6(%） 
(都市機能誘導区域内人口 64,384 人)

【R12 年度目標値】
鉄道駅徒歩圏内人口カバー率  73.8（%）
（都市機能誘導区域内人口 66,270(人))

【R12 年度予測値】
居住誘導区域内人口密度 
102.4（人/ha）

【R12 年度目標値】
居住誘導区域内人口密度 
105.4（人/ha）【居住誘導区域内人口密度】

現状 123.7 人/ha
(H27)国勢調査を元に算出

【人口カバー率】 現状 70.6%
国勢調査(H27)の人口分布を元に算出
  総人口   502,784  圏内人口 354,836
（都市機能誘導区域内人口 71,429 人）
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  ④昼夜間人口比率 

   本市の昼間人口は夜間人口よりやや多く、平成 27 年（2015 年）の昼夜間人口比率は 103.8%

となっています。国立社会保障・人口問題研究所の人口予測を元に令和 12 年（2030 年）の

昼間人口および夜間人口を予測すると、昼夜間人口比率は 104.6%となります。この予測値

に対し、本戦略を実施することで、市内の就業人口、就学人口について現在の水準を維持し、

昼間人口の減少を抑えることで、昼夜間人口 109.5%まで高めます。 

  ⑤外出率 

   本市の外出率は年々減少しており、平成 22 年（2010 年）の外出率は 78.8%となっていま

す。このまま人口減少、高齢化が進行すれば、外出率はさらに減少し、令和 12 年（2030 年）

の予測では 76.0%となります。この予測に対し、本戦略の実施により鉄道のみならず、バス

やタクシーの利便性向上を図ることで外出機会の創出につなげ、現状の外出率を維持するこ

とを目標とし 78.8%を目標値とします。 

【R12 年度予測値】 
昼夜間人口比率 
  104.6（%） 

【R12 年度目標値】
昼夜間人口比率
109.5（%）

103.5% 103.2% 103.8%

90.0%

95.0%

100.0%

105.0%

110.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2005 2010 2015

夜間人口および昼間人口の推移

夜間人口 昼間人口 昼夜間人口比率

【昼夜間人口比率】現状 103.8%
夜間人口 502,784 昼間人口 522,051
(H27)国勢調査を元に算出
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東大阪市の外出率
76.0（%）

【R12 年度目標値】
東大阪市の外出率
78.8（%）

【外出率】現状 78.8%
パーソントリップ調査(H22)による
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  ⑥公共交通分担率 

   パーソントリップ調査によると本市の交通分担率は、鉄道、バス、タクシーを合わせて

19.8%となっています。近年、高齢者の自動車利用が増えているため、高齢者が増加する社

会情勢により、令和 12 年の公共交通の分担率は 19.4%に減少することが予測されます。こ

の予測に対し、鉄道を中心としたまちづくりにより、鉄道利用者を維持すること、またバス

やタクシーの利便性向上による需要を創出し、自動車からの転換を図ることで、交通分担率

を 22.2%まで増加させることを目標とします。 

  ⑦市民満足度 

   特定の施策方針ではなく、すべての施策方針におけるアウトカムを評価する指標として市

民満足度を設定します。平成 29 年の市民意識調査では、安全で便利な交通機関や道路のあ

るまちに対する満足度は 25.9%となっており、30.0%まで高めることを目標とします。 

【R12 年度予測値】
 公共交通の分担率
19.4（%）

【R12 年度目標値】
 公共交通の分担率
22.2（%）

【鉄道利用者数】現状 19.8% 
H22 パーソントリップ調査より 

18.8% 0.9% 22.4% 4.9% 30.0% 22.7% 0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

公共交通分担率

鉄道 バス 自動車 自動二輪・原付 自転車 徒歩 その他

【R12 年度目標値】
市民満足度 
30.0（%）

【市民満足度】現状 25.9% 
H29 市民意識調査より 
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目標値一覧 

  本戦略の評価指標および目標値を下表のとおり設定します。 

施策 

方針 評価指標 現況値 
目標（目標値） 

（2030 年） 
確認手法 

① 市内交通事故件数 
2,087 件 

（2018 年） 
減少（1,584 件） 

大阪府警資料 

道路管理室資料 

① 居住誘導区域内人口密度 
123.7 人/ha 

（2015 年） 

減少緩和 

（105.4 人/ha） 

国勢調査 

都市計画室資料 

② 
鉄道駅徒歩圏内人口カバー率

(都市機能誘導区域内人口) 

70.6%(71,429(人))

（2015 年） 

増加（73.8%） 

(減少緩和 66,270(人)） 

国勢調査 

公共交通課資料 

② 昼夜間人口比率 
103.8% 

（2015 年） 
増加（109.5%） 国勢調査 

③ 外出率 
78.8% 

（2010 年） 
維持（78.8%） 

パーソントリップ調査 

市政世論調査 

③ 公共交通分担率 
19.8% 

（2010 年） 
増加（22.2%） パーソントリップ調査 

①②③ 市民満足度 
25.9% 

（2017 年） 
増加（30.0%） 

市民意識調査 

市政世論調査 


